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新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく 

緊急事態措置に係る藤枝市の対応方針 

（藤枝市新型コロナウイルス感染症対策本部） 

令和３年９月１０日 

 

令和３年８月 17 日、新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下、「法」という。）第

32 条第１項に基づく緊急事態宣言を受け、政府対策本部の基本的対処方針で示された重要

事項と、緊急事態措置に係る静岡県対応方針（令和３年９月 10 日改正）を踏まえ、次の必

要な措置等を行う。 

 

１ 措置を実施する期間 

  令和３年８月 20 日（金）～９月 30 日（木） 

 

２ 実施する措置の内容 

⑴  基本方針 

・デルタ株をはじめとする新たな変異株ウイルスは、従来株やアルファ株に比べ感染

力が非常に強く、若年層への急速な感染拡大やワクチン接種が終わっていない成人

の重症化が懸念されている。このことから、社会経済活動を継続しつつ、感染拡大

を防止し、重症者・死亡者の発生を可能な限り抑制するため、ワクチン接種の円滑

化・加速化をはじめ、飲食機会での対策の徹底・人流の抑制、検査・サーベイラン

スの強化、医療提供体制等の一層の確保等の取組を総合的に進めていく。 

 

⑵  市民への要請 

① 市民への外出自粛要請 

   ・法第 45 条第 1 項の規定に基づき、市民に対し、日中を含め、不要不急の外出自粛

を要請する。特に、飲食店等に対して営業時間の短縮を要請する 20 時以降の不

要不急の外出自粛を要請する。 

ただし、医療機関への通院や食料・医療品・生活必需品の買い出し、職場への出

勤、屋外での運動や散歩など生活や健康の維持のために必要なものを除く。 

 

② 県境を跨ぐ移動制限 

   ・すべての都道府県との不要不急の移動・往来は自粛を要請する。どうしても避け

られない場合は感染防止策の徹底とともに、出発前又は到着地での検査を受診す

ることを勧める。 

 

  ③ 「密」の回避 

   ・３密（「密閉」「密集」「密接」）の条件が揃う場面において、感染が拡大するとさ

れているが、デルタ株の強い感染力を踏まえ、たとえ「１密」であっても回避す

ることが求められる。混雑している時間や場所等への外出を極力減らすとともに、

人と人との距離を従来以上に離すことを心がけ、屋外であっても密にならない行

動をするよう注意喚起する。 
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④ 会話や歌唱の際の注意 

   ・マスクを着用していない会話や歌唱などで感染が拡大する事例を踏まえ、室内や

移動中の車内、カラオケでの感染に注意するよう呼びかける。また、デルタ株の

強い感染力を踏まえ、マスクを着用していても、大声の会話・歌唱については、

屋外を含めて、感染リスクが高まることを注意喚起する。 

 

  ⑤ 飲食の際の注意 

   ・飲食の場での感染リスクが高いことを踏まえ、飲食時の黙食と会話時のマスク着

用の徹底を呼びかける。 

・未成年者による飲食クラスターの発生事例があることから、親睦会等の飲食機会

の回避又は感染防止対策の徹底を呼びかける。 

・仲間同士で行うバーベキューやホームパーティーでの感染拡大が見られることか

ら、同居家族以外との多人数での飲食をはじめ、路上や公園等における集団での

飲食は行わないよう呼びかける。 

 

  ⑥ 飲食店等での対策 

   ・法第 45 条第 1 項に基づき、市民に対し、感染対策が徹底されていない飲食店等や

休業要請又は営業時間短縮の要請に応じていない飲食店等の利用を厳に控えるよ

う要請する。 

・飲食店を利用する場合は、県が推進している「ふじのくに安全・安心（飲食店）

認証」を受けた店舗を利用するよう呼びかける。県の認証店舗が近くにない場合

は、市町や飲食業団体が一定の感染対策を実施していると認めている店舗を利用

するよう呼びかける。 
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⑶  事業者等への要請 

① 飲食店事業者への要請 

・食品衛生法の飲食店営業許可を受けた飲食店等（飲食店営業許可を受けている結

婚式場を含む。ただし、デリバリー、テイクアウト、ホテル・旅館等の宿泊者に

限定して食事を提供する食堂等は除く。）に対し、次のとおり要請する。 

 

要請期間：令和３年８月 20 日（金）０時から９月 30 日（木）24 時まで 

営業時間・酒類提供・カラオケ設備使用についての要請 
（法第 45 条第 2 項に基づく要請） 

Ⅰ 酒類又はカラオケ設備を提供する飲食店等（飲食業の許可を受けていないカラ

オケ店を含む。） 

・休業の要請 

Ⅱ 上記以外の飲食店 

・営業時間の短縮要請（５時から 20 時までの営業時間とする） 

※酒及びカラオケ設備の提供を行わないこととする飲食店は「Ⅱ上記以外の飲食

店」に該当する。 

営業にあたっての要請内容 

（法第 45 条第 2 項に基づく要請） 

・従業員に対する検査を受けることの推奨 

・入場者の整理等 

・感染防止措置を実施しない者の入場の禁止（入場済みの者の退場を含む） 

・手指消毒設備の設置と施設の換気 

・マスクの着用その他の感染防止措置を入場者に対して周知すること 

・アクリル板等の設置又は入場者の適切な距離の確保等飛沫感染防止等の対策を行

うこと 

（法第 24 条第９項に基づく要請） 

・ふじのくに安全・安心認証（飲食店）を取得するなど、感染防止対策の業種別ガ

イドラインを遵守すること 
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② 飲食店以外の施設への要請 

・大規模集客施設等に対し、次のとおり要請する。 

 

要請期間：令和３年８月 20 日（金）０時から９月 30 日（木）24 時まで 

■商業施設等 

施設の種類 内 訳 1,000 ㎡超 

商業施設※１ 
（法施行令第11条第1項第
7 号） 

大規模小売店、百貨店、ショッ
ピングセンター、家電量販店等 

 
（法第 24 条第９項に基づ

く要請） 
・営業時間は５時から 20

時まで 
 
（法第 45 条第２項に基づ

く要請） 
・人数管理、人数整理、誘

導等の「入場者の整理等」
の要請 

遊技施設（第 9号） 
マージャン店、パチンコ店、ゲ
ームセンター等 

遊興施設※２（食品衛生法
の飲食店営業許可を受けて
いる店舗を除く）（第 11 号） 

個室ビデオ店、射的場、勝馬投
票券販売所等 

サービス業を営む施設※３
（生活必需サービスを除
く）（第 12 号） 

スーパー銭湯、ネイルサロン、
エステサロン、リラクゼーショ
ン等 

■商業施設以外の施設 

施設の種類 内 訳 1,000 ㎡超 

劇場、映画館等 
（法施行令第11条第1項第
4 号） 

劇場、観覧場、演芸場、映画館、
プラネタリウム等 

 
（法第 24 条第９項に基づ

く要請） 
・20 時までの営業時間短縮

要請 
・人数上限 5,000 人かつ収

容率 50％以内の要請 
・映画館は 21 時までの営業

時間短縮 
※イベント開催の場合は

21 時までの営業可 

集会・展示施設 
（第 5号、6 号） 

集会場、公会堂、展示場、貸会
議室、文化会館、多目的ホール 

ホテル・旅館 
（第 8号） 

ホテル・旅館（集会の用に供す
る部分に限る） 

運動施設、遊技施設 
（第 9号） 

体育館、スケート場、水泳場、
屋内テニス場、柔剣道場、ボウ
リング場、スポーツジム、ホッ
トヨガ、ヨガスタジオ、野球場、
ゴルフ場、陸上競技場、屋外テ
ニス場、ゴルフ練習場、バッテ
ィング練習場、テーマパーク、
遊園地等 

博物館等（第 10 号） 博物館、美術館等 

※１百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗について、食品、医薬品、医

療機器その他衛生用品、再生医療用製品又は燃料その他生活に欠くことができな

い物品を扱う部分は除く。 

※２遊興施設のうち、食品衛生法上の飲食店営業許可を受けている店舗は、飲食店の

取扱いによる法第 45 条第２項に基づく要請の対象となる。 

※３銭湯、理美容店、質屋、貸衣装屋、クリーニング屋などの生活必需サービスを営

む店舗は除く。 

・イベント関連施設の利用は、２（３）③「催物（イベント）の開催制限等」の遵守

を要請する。 
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・感染の防止のための入場者の整理及び誘導、発熱その他の症状を呈している者の入

場の禁止を要請する。 

・飲食を提供する場合は、飲食店か否かにかかわらず、飲食店に対する営業時間短縮

及び酒類提供自粛の要請内容に準ずる。 

 

③ 催物（イベント）の開催制限等 

ア  開催制限の目安 

    ・収容率(50%以内)または人数上限(5,000 人以下)のいずれか小さい方 

 

イ  主催者における感染対策 

    ・市内で開催される催物等において、主催者に、マスクの着用、入場時の検温、

密の回避などの基本的な感染防止対策の徹底をはじめ、参加者名簿の作成、事

前予約の実施、接触確認アプリ（ＣＯＣＯＡ）の活用など適正な実施を働きか

ける。 

・また、県境を跨ぐ移動・往来の自粛を要請している趣旨を踏まえ、全国的な催

物の開催については、主催者から県外の参加者に対し、参加の自粛を呼びかけ

るなど慎重な対応を図るよう要請する。 

・なお、飲食の取扱いについては、酒類提供を含め飲食店に対する要請内容に準

じるよう働きかける。 

 

ウ  事前相談の対応 

    ・参加者が 1,000 人を超える催物又は全国的・広域的な移動を伴う催物は、市を

通じ県と事前相談を行うよう主催者に要請する。 

 

エ  市主催又は共催となっているイベント等への対応 

    ・市主催のイベント等は、中止・見直しを検討する。 

   ・市が共催となっているイベント等については、主催者に対し、中止・見直しを

働きかける。 

・民間団体が主催するもの、自治会等が実施するものは、本市の意向を伝え同様

の対応を要請する。 

 

④ 市の公共施設の対応 

・市公共施設については、開館時間を原則 18 時までとしたうえで、人数制限の強化

等、感染防止策の更なる徹底を講じたうえで開館する。なお、原則として、当面

の間、利用者については県内在住者とする。 

・指定管理等による施設は、管理者に意向を伝え同様に対応する。 

・れんげじスマイルホール、子育て支援センターは、感染予防対策を講じたうえで

開館する。なお、原則として、当面の間、利用者については市内在住者とする。 

・藤枝おやこ館（BiVi 藤枝内）等の公共施設に準じた施設については、本市の意向

を伝え同様の対応を要請する。 
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⑤ 事業所、医療・福祉施設等での対策 

・業種別ガイドラインによる感染防止対策の徹底をはじめ、換気・湿度・二酸化炭

素濃度などの管理を行い、感染しにくい環境を確保するよう呼びかける。 

・入館・入室者の検温、施設利用自粛、マスク着用、手指消毒などの徹底を呼びか

けるとともに、顧客や利用者の名簿作成、接触確認アプリ（ＣＯＣＯＡ）の活用

などの対策を呼びかける。 

・感染リスクが高まる「５つの場面」の回避、特に、「居場所の切り替わり」時（休

憩室、更衣室、喫煙室等）の感染防止対策について注意喚起する。 

・事業者に対しては、事業の内容に応じて在宅勤務（テレワーク）、時差通勤、自転

車通勤、人との接触を低減する取組など、「出勤者の７割削減」を含めた感染防止

対策の強化とともに、20 時以降の勤務を抑制することを要請する。 

 

⑥ 学校教育活動での対策 

    ・デルタ株等の変異株ウイルスについては、若年層への感染拡大が従来株よりも強

く懸念されることから、児童・生徒・学生に対し、危機感の醸成及び基本的な感

染防止対策の更なる徹底を周知する。 

・市立小中学校については、８月３１日（火）まで夏休み期間を延長する。 

・幼稚園、小学校、中学校、高等学校、大学、学習塾等においては、感染防止対策

の徹底を図るとともに、部活動など感染リスクの高い活動等の制限を要請する。 

・大学等における、遠隔授業等を活用した学修者本位の効果的な授業の実施はもと

より、その他の学校においてもオンライン授業など授業方法の工夫や時差通学の

実施など、感染リスクの低減を図るための対策の実施を要請する。 

    

⑦  認可保育所、認定こども園、幼稚園及び放課後児童クラブでの対策 

・感染予防対策を講じたうえで原則開所するが、８月３１日（火）まで利用自粛を

保護者に対し要請する。 

 

⑧ クラスター発生の抑制 

・デルタ株の感染力は強く、様々な施設・団体でクラスターが発生すると見込まれ

ることから、高齢者・障害者・児童福祉施設、幼稚園等及び学校において、抗原

定性簡易キットを活用し、感染者の早期発見に努める。また、事業者に対して、

社員、職員などの体調管理を徹底し、すぐれない者については、休暇及び検査を

推奨することを徹底する。 

 

３ 医療提供体制及び療養体制の充実・強化 

⑴  確保病床の有効活用の促進 

  ・病床を有効に活用するため、退院基準を満たす前でも軽快した患者については、転

床、転院又は退院（自宅療養)を促進する。このため、後方支援病院や宿泊療養施設

の確保と自宅療養支援体制の充実を図るよう県に要請する。 

・軽症から中等症への病状の悪化を防止し、病院への入院を抑制するため、軽症者療

養施設において、抗体カクテル療法を行う体制の早急な整備を県に要請する。 
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⑵  宿泊療養及び自宅療養機能の強化 

・宿泊療養施設において、看護できる対象者を拡大するため、臨時医療施設を設置し、 

投薬、酸素投与等の治療行為が実施できる体制や、自宅療養者については、身近な

診療所等で診療できる体制を構築するよう県に要請する。 

 

⑶  病床の確保 

  ・感染者の重症化に備えて、市立総合病院の重症病床の増床を図る。 

  ・入院病床において新規の受入が不可能になり、入院すべき患者が入院できない事態

を想定し、入院待機ステーションの設置を早急に具体化するよう県に要請する。 

 

４ ワクチン接種の推進 

 ・国や県のスケジュールに則り、速やかに接種できる体制を維持するとともに、ワクチ

ンの正しい情報を広く市民に周知し、多くの市民がワクチンを接種するよう関係機関

と連携し推進する。 

・副反応等の情報を適切に市民に提供し、接種に対する不安を取り除く取組を進める。 

・ワクチン接種は、その副反応リスクより重症化予防等のメリットが大きいので、ワク

チン接種券が届いている場合は、早期かつ積極的な接種を強く勧奨する。 

 

５ 経済・雇用対策 

・飲食店や宿泊施設の持続的な経営と利用者の安全安心を確保するため、店舗や施設ご

とに感染防止対策を認証する「ふじのくに安全・安心認証制度」を普及するため、関

係事業者に制度を周知する。 

・感染症の動向と経済に与える影響を的確に把握し、感染防止対策を講じつつ、県制度

融資による資金繰り支援、雇用調整助成金等による雇用維持といった緊急対策に引き

続き注力する。 

・全国知事会と歩調をあわせ、持続化給付金の再度の支給や雇用調整助成金の特例措置

の延長等について、国に対して強く求める。 

 

６ 誹謗中傷等の根絶に向けた呼びかけ 

 ・感染された方やその治療に懸命に対応されている医療従事者の方々をはじめ、飲食等

の業界に携わる事業者・従業員、用事があって来県した他地域の方などを対象とした

心ない誹謗中傷や差別的対応の根絶に向けた啓発を継続的に実施する。 

 

７  市独自の対応 

⑴  市職員の勤務体制 

・必要な行政機能を維持することを前提として、業務プロセスの見直し等を行うとと

もに、「出勤者の７割削減」を念頭に置いた在宅勤務及び休暇取得を促進するほか、

20 時以降の勤務を抑制する。 
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⑵  市民への支援強化 

・自宅療養者に対し、希望者にパルスオキシメーターの貸出を行い、重症化の早期発

見に努めるとともに、療養生活支援のため食料セットを配送する。 

・休業・営業時間短縮協力金、中小企業等応援金の申請相談窓口を設置する。 

 

⑶  感染防止対策の更なる周知 

・同報無線による広報をはじめ、広報車による重点周知を実施する。 

・ＪＲ藤枝駅自由通路のパープルビジョン、駅南口のオーレビジョン等を活用し、視

覚に訴える効果的な発信を実施する。 

・多くの市民が利用する公共施設や商業施設等に、注意喚起の立て看板の設置やポス

ターを掲示することで、一人でも多くの市民への周知を図る。 

・市内全域を走行する市公用車に「緊急事態宣言発令中」のマグネットシートを掲げ

更なる危機意識の醸成を図る。 

 


